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Ⅰ 秋田県の紹介
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１ 秋田県の概要
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秋田県に関する主なデータ

①面積 11,637.5㎢（全国６位）

②人口 996,307人（H29.9.1現在 ）

③県内総生産 3兆4,461億円（名目、H27速報値）
第１次産業 1,032億円（ 3.0%）
第２次産業 6,928億円（20.1%）
第３次産業 2兆6,500億円（76.9%）

④持ち家比率 78.1%（H25,全国２位）

⑤刑法犯認知件数（人口千人当たり） 2.92件（H28,全国47位）

⑥全国学習状況調査（H29年度）
小学校 国語A 全国１位 国語B 全国１位

算数A 全国２位 算数B 全国３位
中学校 国語A 全国１位 国語B 全国１位

数学A 全国３位 数学B 全国３位

H19年度の調査開始以降、連続トップクラス



２ ふるさと秋田元気創造プランの概要
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１ 秋田県人口ビジョン（人口の将来展望）

３ 「秋田県人口ビジョン」と「あきた未来総合戦略」
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き将来…

社人研推計

１４万３千人分

○目指すべき将来人口（平成52年、平成72年）
・平成52年（2040年）人口70万人（社人研推計）に対し、総合戦略に基づく各種の施
策・事業が効果的に人口動態に作用し、合計特殊出生率が平成47年までに1.83、
平成62年までに2.07に上昇し、併せて社会減が徐々に収束し、平成52年以降社会
増減が均衡するとの前提で推計すると、平成52年には約76万人、平成72年には約
61万人となり、人口減少に一定の歯止めがかかるものと予測される。

《目指すべき将来人口》 平成52年：760千人 平成72年：611千人
・自然増減 合計特殊出生率 平成47年1.83（国の希望出生率）

平成62年2.07（人口置換水準）まで回復
・社会増減 平成47年まで５年ごとに社会減が1/2ずつ縮小

平成52年以降は転入・転出が均衡

２ あきた未来総合戦略（平成27～31年度）

～「人口減少の克服」と「秋田の創生」～
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■産業振興による仕事づくり
雇用の場の創出による若者や女性の県内定着

(主な取組)
･航空機産業の振興と県内でのサプライチェーン構築
･新エネルギー供給拠点の形成や関連産業の集積

(主な取組)
･首都圏等に向けた総合的な移住情報の発信
･若者の県内定着を図るための奨学金返還助成制度

■移住・定住対策
地域に活力を与える多様な人材の移住･定住の促進

(主な取組)
･全国トップクラスの保育料や医療費の助成制度
･あきた結婚支援センターによるマッチング支援

■少子化対策
きめ細かな結婚・妊娠・出産・子育て支援

(主な取組)
･女性や若者が地域で活躍できる環境の整備
･自助、共助、公助など地域の実情に応じた支え合
い体制の構築

■新たな地域社会の形成
地域資源や人材の積極的な活用、多様な主体との協働
によるコミュニティの維持・活性化



Ⅱ 財政状況
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１ 平成29年度一般会計当初予算（６月補正後）
の概要（歳入）

・平成29年度一般会計の歳入は、5,886億円。（前年度比 △119億円）
・前年度と比べ、県税が増加（+5億円（+0.6%））した一方、一般単独事業債の減少（△28億円（△37％））
などにより、県債が減少（△8億円（△1.2％））した。

億円

（うち臨財債255） （うち臨財債257）

【県税】・・・915億円 ＋5億円（+0.6％）

・給与支給額の増加による個人県民税の増加（+14億）のほか、
エコカー減税の対象車種が絞り込まれることによる自動車取
得税の増加（+4億円）が見込まれる。

【地方交付税】・・・1,953億円 1億円（0.0％）
（臨財債を含めた実質的な交付税
・・・2,210億円 2億円（0.1％））

・前年度予算額並の理由
（増要因）地方消費税や法人事業税の減による基準財政

収入額の減
（減要因）その他人口減少等による基準財政需要額の減 など

【県債】・・・676億円 △8億円（△1.2％）

7
年度

Ｈ２８ Ｈ２９ 増減

一般会計新規発行債 684 676 △ 8

うち臨財債 255 257 2

うちその他 429 419 △ 10

借換債（※） 829 446 △ 383

 新規発行債＋借換債 1,513 1,122 △ 391
※借換債は公債費管理特別会計で対応している。

（単位：億円）

※平成29年度当初予算は4月に知事選を控えていたため、義務的経費等を中心とした骨格予算で編成されていたこと
から、実質的な当初予算である6月補正後の内容で記載している。



２ 平成29年度一般会計当初予算（６月補正後）
の概要（歳出）

・平成29年度一般会計の歳出は、5,886億円。（前年度比 △119億円）
・前年度と比べ、社会保障関係経費が増加（+22億円（+3.0％））した一方、一般行政経費

が減少（△165億円（△8.8％））したほか、投資的経費が増加（＋23億円（＋2.4％））した。

【人件費】・・・1,420億円 ＋7億円（＋0.5％）
・職員数の減（△40人）による減 △6億円
・退職者数の増（+56人）による退職手当の増 +13億円

【公債費】・・・1,013億円 △6億円（△0.6％）
・高金利の県債償還の終了に伴う利子の減 など

【社会保障関係経費】
・・・739億円 ＋22億円（+3.0％）

・国保制度改正に伴う基金積み増しによる増 +5.5億円
・中学生までのマル福制度拡充の平年度化による増 +1.0億円
・保育士の処遇改善等による増 +8.1億円 など

【投資的経費（公共＋その他）】
・・・997億円 ＋23億円（+2.4％）

・土地改良事業（＋27億円）、道路橋りょう事業（＋17億円）等によ
る公共事業の増（＋41億円） など

【一般行政経費】
・・・1,717億円 △165億円（△8.8％）

・制度融資に係る預託金（△111億円）や地方消費税清算金・交付
金（22億円）の減 など

億円

8
年度



（単位：億円）

年 度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

合 計 6,263 6,453 6,338 6,106 6,051

うち自主財源 2,523 2,603 2,616 2,462 2,391

うち依存財源 3,740 3,850 3,722 3,644 3,660

9

３ 普通会計決算の推移（歳入）
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年度

億円
・平成28年度の歳入決算額は6,051億円となり、対前年度55億円（0.9％）の減。

6,3386,4536,263 6,106 6,051
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４ 普通会計決算の推移（歳出）

2,505 2,461 2,466 2,461 2,452 

1,054 1,223 1,210 1,073 1,138 
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年度
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・平成28年度の歳出決算額は5,959億円となり、対前年度51億円（0.8％）の減。

※表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

6,2436,3416,148 5,9596,010

（単位：億円）
年 度 H24 H25 H26 H27 H28

義務的経費 2,505 2,461 2,466 2,461 2,452
人件費 1,429 1,385 1,404 1,384 1,374
公債費 1,005 1,008 994 1,010 1,012

投資的経費 1,054 1,223 1,210 1,073 1,138
普通建設事業費 1,019 1,188 1,148 1,047 1,118

その他経費 2,589 2,656 2,567 2,476 2,369
補助費等 1,114 1,096 1,133 1,254 1,233
貸付金 1,077 1,033 968 823 770

合 計 6,148 6,341 6,243 6,010 5,959



５ 人件費及び職員数の推移

※人件費（退職手当を除く）は、普通会計決算額。職員数は、職員給与実態調査（県人事委員会）による。

・ 行財政改革による職員数の縮減等に伴い、人件費は年々減少。

・ 平成１９年１１月から２２年３月まで、給与の臨時的な抑制措置を実施（削減効果額 約８４億円）。

・ 平成２４年１１月から２６年３月まで、「緊急的な経済・雇用対策」の財源として活用するため、給与

の臨時的な抑制措置を実施（削減効果額 約２７億円）。

・ 加えて、平成２５年７月から２６年３月まで、国要請による給与減額措置を実施(削減効果額 約１５億円)。
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16,825
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16,448 16,182 15,701 15,491 15,113 14,634 14,467 14,416 14,244 14,048 13,906
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人件費(退職手当を除く)

億円

人

年度

職
員
数

知事部局等 4,406 4,373 4,323 4,270 4,197 4,181 4,103 4,010 4,040 3,932 3,730 3,642 3,424 3,282 3,258 3,176 3,139 3,106 3,094

教育委員会 11,412 11,341 11,208 11,098 10,885 10,701 10,497 10,285 10,163 10,009 9,750 9,604 9,471 9,158 9,015 9,008 8,861 8,700 8,571

警察本部 2,194 2,204 2,202 2,221 2,218 2,232 2,225 2,250 2,245 2,241 2,221 2,245 2,218 2,194 2,194 2,232 2,244 2,242 2,241



６ 普通建設事業費の推移
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※普通会計決算額。
表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

・ バブル経済が崩壊した平成４年度以降、国の経済対策と歩調を合わせて、積極的に社会資本整

備を実施。（平成８年度のピーク時で３,３８０億円の決算規模）

・ 行政改革大綱の策定（平成１１年３月）以降、「選択と集中」や「費用対効果」の観点から、投資事業

の重点化を図り、県債発行額を抑制している。 （普通建設事業費は、ピーク時の約１／３まで縮小）

12
年度



７ 県債の発行状況（一般会計）

・平成１１年３月の行政改革大綱策定以降、投資事業の重点化に努めた結果、臨時財政対策債を
含めた県債の新規発行額は大幅に減少している。

億円

年度

※H28までは決算額、H29は6月補正後現計額（H28年度からの繰越分を含まず） 13
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８ 公債費の推移（一般会計）

億円

年度

※H28までは決算額、H29は6月補正後現計額（一時借入金利子は含まず） 14

・バブル崩壊後の国の経済対策に歩調を合わせた積極的な社会資本整備に伴い、平成１０年度ま
では県債発行は増加傾向にあったことから、以降の公債費が増加してきた。

・平成１１年度以降は、臨時財政対策債以外の県債発行の抑制に努めてきたことから、公債費は
平成１５年度をピークに減少に転じ、ここ数年は、ほぼ横ばいで推移している。
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９ プライマリーバランスの状況

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

県債発行額 元金償還額 プライマリー

バランス

プライマリー

バランス

（臨財債除き）

億円

・行財政改革の推進により、投資事業の重点化に努めた結果、臨時財政対策債を除くプライ
マリーバランスは、平成１５年度以降黒字で推移している。

・なお、平成２５年度以降、４カ年連続で臨時財政対策債を含めても黒字を確保している。
（平成２９年度は６月補正後予算での見込み。）

年度

※H28までは決算額、H29は6月補正後予算額（H28年度からの繰越分を含まず）
※プライマリーバランスは、通常、県債の元利償還金から県債収入を差し引いたものを指すが、
本県ではより厳しく、県債の元金償還額から県債収入を差し引いた額を指標としており、この
値が黒字である場合は、県債残高の減少を意味する。

（一般会計ベース　単位：億円）

H12 1,036 794 △ 243 △ 243

H13 1,164 831 △ 333 △ 205

H14 1,430 899 △ 531 △ 266

H15 1,393 918 △ 475 23

H16 1,134 1,020 △ 115 229

H17 977 925 △ 52 205

H18 992 860 △ 133 83

H19 853 787 △ 66 113

H20 893 760 △ 134 87

H21 1,026 768 △ 258 222

H22 1,032 789 △ 244 302

H23 855 800 △ 55 315

H24 863 816 △ 47 274

H25 821 832 11 313

H26 810 832 23 242

H27 777 865 88 199

H28 741 885 144 172

H29 676 895 219 240

※元金償還額には、満期一括償還型地方債に係
　 る償還見合いの減債基金積立金を含んでいる。

プライマリー

バランス
（臨財債除き）

※表示単位未満を四捨五入しているため、
  差引が一致しないことがある。

年度

プライマリー

バランス

②－①

県債発行額

①

元金償還額

②



10,608 10,874 10,851 10,622 10,417 10,334 10,221 10,133 9,912 9,609 9,294 9,020 8,707 8,466 8,267 8,097 7,864 

393 891 1,234 1,492 1,708 1,887 2,108 2,587 3,134 3,504 3,825 4,127 4,346 4,457 4,485 4,506 
10,403 10,736 

11,267 
11,742 11,856 11,909 12,042 12,108 12,241 12,499 12,743 12,798 12,845 12,834 12,812 12,724 12,582 12,370 
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臨時財政対策債

臨時財政対策債以外
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10 県債残高の推移（一般会計）

億円

※H28までは決算額、H29は6月補正予算後ベースの見込額(H28年度からの繰越分を含まず)
※満期一括償還債に係る償還額見合いの減債基金積立金は、県債残高から控除していない。 16

・バブル崩壊後の積極的な社会資本整備などによって、県債残高は年々増加してきた。
・平成１３年度から始まった臨時財政対策債の発行により、県債残高全体は増加しているものの、

行財政改革による投資事業の抑制等により、臨時財政対策債を除いた県債残高は着実に減少
している。

年度
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財政調整基金

減債基金

億円

11 財政２基金の年度末残高の状況・推移

※H28までは決算額、H29は6月補正後予算ベースの見込額
なお、表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

・行財政改革の強力な推進などにより、平成１５年度末までは、基金残高５５０億円程度を確保。

・ しかし、「三位一体改革」による地方交付税の大幅削減等により、基金残高は平成１６年度以降

減少した。

・ 近年は、経済雇用対策や「ふるさと秋田元気創造プラン」に基づく施策・事業を実施しながらも、

地方交付税の減や公債費、社会保障関係経費の増に対応し、将来の安定的な財政運営に備

えるために、財政２基金の残高確保に努めている。

17

年度



12 健全化判断比率等（直近５カ年の推移）

（単位：％）

（単位：％）
　　※括弧内は前年度数値

◆実質公債費比率（％） ◆将来負担比率（％）

 H24 H25 H26 H27 H28 H24 H25 H26 H27 H28
単年度 15.3 15.1 13.5 13.7 13.7 240.0 238.4 241.2 238.3 249.3
3カ年平均 15.4 15.4 14.6 14.1 13.6

◆経常収支比率（％） ◆財政力指数（3カ年平均）

H24 H25 H26 H27 H28 H24 H25 H26 H27 H28
92.3 91.1 91.2 92.2 93.3 0.26648 0.27257 0.28017 0.29862 0.30876

－　（－）
－　（－）
－　（－）
－　（－）

財政再生基準 5.00 15.00

健全化判断比率（平成28年度）

資金不足比率（平成28年度）

－　（－）
－　（－）

能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計

下水道事業特別会計
港湾整備事業特別会計
秋田港飯島地区工業用地整備事業特別会計

電気事業会計
工業用水道事業会計

都道府県平均(速報) －　（－） －　（－）

実質赤字比率 連結実質赤字比率

35.0

工業団地開発事業特別会計 －　（－）

11.9　（12.7） 173.4　（175.6）
早期健全化基準 3.75 8.75 25.0 400.0

実質公債費比率 将来負担比率
秋田県 －　（－） －　（－） 13.6　（14.1） 249.3　（238.3）

12
13
14
15
16
17
18

H24 H25 H26 H27 H28

単年度
3カ年平均

234.0
237.0
240.0
243.0
246.0
249.0
252.0

H24 H25 H26 H27 H28

88
90
92
94
96

H24 H25 H26 H27 H28
0.24000

0.26000

0.28000

0.30000

0.32000

H24 H25 H26 H27 H28
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◇秋田県13.6%
（前年度から0.5ポイント改善）
全国順位 ： 低い方から28位

13.6%

20.5%

1.5%

7.6%

実質公債費比率（H26～28の3カ年平均、速報値）
■ 最高値 ： 北海道 (20.5%)
■ 最低値 ： 東京都 ( 1.5%)

第２位 ： 島根県 ( 7.6%）
○ 全国平均（11.9%）

13 実質公債費比率(平成26～28年度平均)

％

・平成１１年度以降、県債の発行抑制に努めてきたこと等により、交付税算入のない一般単独事業
債等が減少し、実質公債費比率は改善している。また、向こう５カ年も同水準で推移する見通しで
ある。
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14 将来負担比率（平成28年度）
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◇秋田県249.3%
（前年度から11.0ポイント悪化）
全国順位 ： 低い方から42位

249.3%

324.7%

32.1%

将来負担比率（H28年度、速報値）
■ 最高値 ： 兵庫県 (324.7%)
■ 最低値 ： 東京都 ( 19.8%)
○ 全国平均（173.4%）

％

・将来負担に対し充当可能な基金残高や、基準財政需要額として今後算入が見込まれる額が減少し
ていることなどにより比率は悪化傾向にあるが、プライマリーバランスの黒字化による地方債残高の
縮減、職員数の縮減や退職手当の引き下げなど、行財政改革に取り組んできた結果、将来負担額に
ついては着実に減少してきている。
（将来負担額 Ｈ２３年度：１兆４，８１０億円 → Ｈ２８年度：１兆４，３６５億円、３．０％の減）
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15 地方公社・三セク・損失補償等の状況(平成28決算)

（単位：百万円）

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

秋田県から
の出資金

秋田県が
債務保証・
損失補償を
付している
債務残高

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

秋田県から
の出資金

秋田県が
債務保証・
損失補償を
付している
債務残高

1 一般財団法人 秋田県総合公社 50 301 28 0 18 地方独立行政法人 秋田県立病院機構 87 758 1,234 0

2 公益財団法人 秋田県国際交流協会 4 1,237 750 0 19 株式会社 秋田県分析化学センター 75 714 409 0

3 公立大学法人 国際教養大学 106 5,071 1,393 0 20
公益財団法人
秋田県生活衛生営業指導センター 0 10 2 0

4 公立大学法人 秋田県立大学 186 25,258 31,419 0 21 公益社団法人 秋田県農業公社 △ 2 868 521 1,422

5 田沢湖高原リフト 株式会社 △19 239 179 0 22 公益社団法人 秋田県青果物基金協会 3 905 240 0

6 株式会社 玉川サービス 8 11 5 0 23 株式会社 秋田県食肉流通公社 33 1,314 446 0

7 株式会社 秋田ふるさと村 9 578 250 0 24 公益財団法人 秋田県栽培漁業協会 △29 726 250 0

8 十和田ホテル 株式会社 3 105 100 0 25 公益財団法人 秋田県木材加工推進機構 △ 104 717 300 0

9 株式会社 男鹿水族館 3 216 51 0 26 公益財団法人 秋田県林業公社 △23 20,256 10 9,568

10 秋田臨海鉄道 株式会社 12 645 180 0 27 公益財団法人 秋田県林業労働対策基金 1 1,021 620 0

11 秋田空港ターミナルビル 株式会社 122 2,852 250 0 28 公益財団法人 あきた企業活性化センター △ 21 2,739 30 0

12 秋田内陸縦貫鉄道 株式会社 △ 193 158 116 0 29 一般財団法人 秋田県資源技術開発機構 △ 1 480 210 0

13 由利高原鉄道 株式会社 △ 92 39 39 0 30 秋田県土地開発公社 25 707 100 0

14 大館能代空港ターミナルビル 株式会社 37 746 149 0 31 株式会社 マリーナ秋田 3 64 13 0

15 公益財団法人 秋田県長寿社会振興財団 △ 6 120 66 0 32 一般財団法人 秋田県建築住宅センター 3 108 10 0

16 公益財団法人 あきた移植医療協会 △ 2 181 75 0 33 公益財団法人 暴力団壊滅秋田県民会議 0 597 300 0

17 地方独立行政法人 秋田県立療育機構 18 2,973 3,580 0 計 43,325 10,990

※秋田県が、25%以上出資している法人又は財政支援を行っている法人を記載。
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工業用水道事業

秋田湾、秋田市御所野
の2地区、28社に供給

電気事業

鎧畑発電所など
16発電所を運営・管理

特別会計事業（公営企業法非適用）

港湾事業

重要港湾3港、地方港湾2港
を運営・管理

宅地造成事業

臨海2地区、内陸16地区の
工業団地分譲事業

下水道事業

2流域下水道と１特定環境保全
公共下水道を運営・管理

脳血管研究センター、
リハビリテーション・精神
医療センターを運営・管理

工業用水道 電気事業 港湾事業 宅地造成事業 下水道事業 秋田県立病院機構

H27 H28 増減 H27 H28 増減 H27 H28 増減 H27 H28 増減 H27 H28 増減 H27 H28 増減

収
益
的
収
支

収
入

943 979 36 3,397 3,432 35 631 504 △ 127 437 268 △ 169 2,356 2,351 △ 5 10,195 9,762 △ 433

支
出

776 707 △ 69 2,447 2,611 164 354 328 △ 26 62 53 △ 9 2,356 2,351 △ 5 10,182 9,813 △ 369

差 167 272 105 950 821 △ 129 277 176 △ 101 375 215 △ 160 0 0 0 13 △ 51 △ 64

資
本
的
収
支

収
入

260 583 323 10 3 △ 7 1,209 926 △ 283 4,742 3,935 △ 807 3,015 3,907 △ 892 581 416 △ 165

支
出

835 1,307 472 1,320 1,172 △ 148 1,487 1,102 △ 385 4,901 4,333 △ 568 3,015 3,907 △ 892 2,008 1,360 △ 648

差 △ 575 △ 724 △ 149 △ 1,310 △ 1,169 141 △ 278 △ 176 102 △ 159 △ 398 △ 239 0 0 0 △ 1,427 △ 944 483

・工業用水道事業など５事業を実施。
・平成２１年４月から県立病院の自立的・効率的な運営体制の構築を目的として、地方独立行政法人秋田県立

病院機構を設立。

16 公営企業会計等の決算状況(平成27・28年度)

企業会計事業 （独）秋田県立病院機構

(単位：百万円)

※表示単位未満を四捨五入しているため、計または増減額が一致しないことがある。 22



Ⅲ 今後の財政見通し

23



１ 財政の中期見通し（平成29年6月）

24

（単位：億円）

予算額 予算額
伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)

910 915 0.5 904 △ 1.2 914 1.1 942 3.1 972 3.2 965 △ 0.7

1,952 1,953 0.1 1,945 △ 0.4 1,940 △ 0.3 1,945 0.3 1,942 △ 0.2 1,916 △ 1.3

2,208 2,210 0.1 2,202 △ 0.4 2,197 △ 0.2 2,203 0.3 2,199 △ 0.2 2,173 △ 1.2

647 670 3.6 661 △ 1.3 676 2.3 666 △ 1.5 659 △ 1.1 646 △ 2.0

684 676 △ 1.2 694 2.7 698 0.6 702 0.6 685 △ 2.4 674 △ 1.6

1,722 1,576 △ 8.5 1,552 △ 1.5 1,562 0.6 1,526 △ 2.3 1,467 △ 3.9 1,439 △ 1.9

802 678 △ 15.5 664 △ 2.1 659 △ 0.7 655 △ 0.5 651 △ 0.7 642 △ 1.4

5,915 5,790 △ 2.1 5,756 △ 0.6 5,790 0.6 5,781 △ 0.2 5,725 △ 1.0 5,640 △ 1.5

3,721 3,724 0.1 3,714 △ 0.3 3,711 △ 0.1 3,722 0.3 3,722 0.0 3,691 △ 0.8

1,413 1,420 0.5 1,421 0.1 1,420 △ 0.1 1,425 0.4 1,423 △ 0.1 1,410 △ 0.9

111 125 12.6 132 5.6 144 9.1 158 9.7 164 3.8 157 △ 4.3

1,019 1,013 △ 0.6 1,002 △ 1.1 986 △ 1.6 971 △ 1.5 932 △ 4.0 928 △ 0.4

885 895 1.1 910 1.7 906 △ 0.4 891 △ 1.7 842 △ 5.5 833 △ 1.1

717 739 3.1 755 2.2 773 2.4 791 2.4 807 2.0 824 2.1

974 996 2.3 1,024 2.8 1,081 5.6 1,060 △ 1.9 1,035 △ 2.4 988 △ 4.5

602 646 7.3 659 2.0 720 9.3 691 △ 4.0 683 △ 1.2 638 △ 6.6

372 350 △ 5.9 365 4.3 361 △ 1.1 369 2.2 352 △ 4.6 350 △ 0.6

1,264 1,112 △ 12.0 1,069 △ 3.9 1,051 △ 1.7 1,031 △ 1.9 1,005 △ 2.5 976 △ 2.9

784 661 △ 15.7 641 △ 3.0 637 △ 0.6 629 △ 1.3 614 △ 2.3 600 △ 2.4

618 606 △ 1.9 603 △ 0.5 613 1.7 650 6.0 677 4.2 674 △ 0.4

6,005 5,886 △ 2.0 5,874 △ 0.2 5,924 0.9 5,928 0.1 5,879 △ 0.8 5,800 △ 1.3

△ 90 △ 96 △ 118 △ 134 △ 147 △ 154 △ 160

55 80 80 80 80 80 80

326 314 276 222 156 82 1

12,582 12,525 △ 0.5 12,319 △ 1.6 12,124 △ 1.6 11,952 △ 1.4 11,814 △ 1.2 11,678 △ 1.2

8,098 8,019 △ 1.0 7,781 △ 3.0 7,613 △ 2.2 7,453 △ 2.1 7,355 △ 1.3 7,229 △ 1.7

※１　積戻し後年度末残高については、市場公募債の償還財源に係る積立額を除いている。

※２　県債残高については、H28年度は実績額とし、それ以降は見込額としている。

歳
　
　
　
　
　
入

県  税

地方交付税

(参考)地方交付税
　　＋臨財債

国庫支出金

Ｈ31年度 Ｈ32年度 Ｈ33年度 Ｈ34年度H28年度
Ｈ29年度

（６月補正後）
Ｈ30年度

歳
　
　
　
　
　
出

人件費

うち退職手当

県  債

その他

うち貸付金に

係る諸収入

計

うち一般財源

公債費

うち元金分

社会保障関係経費

投資的経費

補  助

単  独

政策的経費

うち貸付金

その他

計

臨財債除き

財源不足額
（２基金繰入額）

２基金繰入額
の積戻し等

　　 積戻し後
　　年度末残高 ※１

県債残高　※２

・県では、当初予算編成後、現行の諸制度を前提に、将来の歳入歳出を想定した 「中期見通し」
を作成している（平成29年度当初予算は骨格編成のため、6月補正後に作成）。

・今後、社会保障関係経費等の増加が見込まれる中でも、様々な県政課題に対応するためには、
徹底した事業の見直し等により、事業の重点化を図るとともに、プライマリーバランスの黒字を
確保し、健全な財政運営に努めていく必要がある。



○財政２基金（財政調整基金・減債基金）

の残高の確保

大規模災害への備えや、自主財源が乏しく国から

の財源に依存している本県の財政状況等を勘案し、

引き続き、残高の確保に努める。

○県債残高の圧縮

４年連続で県債残高を減少させているが、依然とし

て財政規模に対し県債残高は高い水準にあり、将来

の財政運営の圧迫につながることが懸念される。

今後も多くのインフラや公共施設の更新が予定さ

れていることから、将来世代に過大な負担を残さな

いよう、引き続き、県債残高の圧縮（発行額＜元金償

還額）に努める。

２ 財政運営方針
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（注）28年度は決算額、29年度は6月補正後予算額。
30年度以降は、元金償還額については大規模事業の実施予定
等を基にした新規借入額をベースにして推計し、利子については
借入利率を29年度予算における見込と同水準で推移するものと
して試算(一時借入金利子を含む)している。
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＜公債費の今後の見通し（一般会計）＞

財政健全化に向けた歩みを止めることなく、人口減少を見据えた将来世代の負担軽減を継続させて
いくとともに、様々な環境変化に柔軟に対応できるよう、財政の基礎体力を増していくことが重要である
ことから、次の２点を当面の財政運営の基本方針とする。

平成初期の国の経済対策に伴う起債の償還が順次終
了することなどにより、公債費は平成30年度をピー
クにその後減少する見通し



Ⅳ 将来への投資
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１ 秋田の成長に向けた取組①

27

健全な財政運営を推進するとともに、「ふるさと秋田元気創造プラン」、「あきた未来総合戦略」に基づき、
将来の秋田の成長を支えるための「種まき」や「芽出し」となる取組を積極的に進めている。

１．航空機産業・自動車産業等の成長分野への展開

２．新エネルギー産業の大規模展開

電子部品・デバイスに代表される本県の豊富な技術力を活かし、航空機産業や自動車産業等の成長分野
における新たな事業展開や拠点形成を進める。

【主な取組】
・国際認証取得による特殊工程導入や一貫工
程での受注体制構築、サプライチェーン形成
につながる設備投資への支援

・大学や企業との共同研究の推進
・工業系高校等への専門カリキュラム導入

【これまでの成果】
・国際認証（JISQ9100、Nadcap）の取得等による基
幹部品の受注体制整備

・主要自動車メーカーグループ企業の新規誘致
・新たな航空機部材の製作に向けた大学及び大手
重工との共同研究に着手

風力や地熱、バイオマスなどの資源の宝庫である本県の強みを活かし、産業拠点形成を進める。

【主な取組】
・発電事業者や風車メーカーなどの関連企業と
県内企業とのマッチング推進

・メンテナンス拠点等の誘致及び県内における
技術者の育成

・洋上風力発電導入と送電網整備の推進

【これまでの成果】
・風車メンテナンス拠点となる事業所の立地
・秋田港及び能代港の洋上風力発電の進展

・県内の未利用間伐材チップ等を利用した東北
最大級の木質バイオマス発電事業のスタート

・国内20年ぶりの大規模地熱発電所の建設
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H28全国１位 （3年連続）

※Ｈ２７は速報値



１ 秋田の成長に向けた取組②

28

３．米依存農業からの脱却

４．未来を担う教育・人づくり

【主な取組】
・小中学校における少人数学習の推進による、きめ細
かな指導の充実

・国際教養大学等が有する教育資源を活用した、小・
中・高校を通じたグローバル人材の育成

・海外の高校等との教育交流の推進
・首都圏等からの短期・長期教育留学の積極的な受入

【これまでの成果】
・「全国学力・学習状況調査」において、平成19年度の開始以来、
全国トップレベルの結果を維持

・平成28年度から義務教育の全学年で３０人程度学級を実施
・統合高校の整備や中高一貫教育校の開設
・国際人材の育成に取り組むスーパーグローバルハイスクール
に県内高校が指定（１校）
・平成28度から新たにタイ王国との教育交流を開始

【主な取組】
・規模拡大・複合経営・６次産業化の推進
・園芸メガ団地の整備による野菜・果樹・花き等
の生産拡大とブランド産地の育成
（メガ団地：１団地当たり販売額１億円以上）

・県オリジナル品種の開発、ブランド化
・マーケットインの視点を重視した県産農産物
の流通・販売体制の強化

・県産農産物・加工食品の輸出拡大

【これまでの成果】
・平成27年農業産出額の伸び率は全国トップ

(9.4％、全国平均5.2％)
・県内８地区で園芸メガ団地を整備
・えだまめ出荷量２年連続日本一の達成(平成28
年東京都中央卸売市場入荷量(７～10月期))

・県オリジナルダリア「NAMAHAGEチーク」が
2016フラワーオブザイヤーを受賞

・県オリジナル品種を活用した中国・東南アジア
諸国での輸出ルートを開拓

大規模経営体の育成、複合型生産構造への転換、６次産業化の推進など、本県農業の基盤強化を図る。

小・中学校における全国トップレベルの学力を土台に、秋田を支え世界で活躍する人材を育成する。
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お問い合わせ先

高質な田舎とは？

自然や伝統を守りながら、地域の資
源を生かしたその土地ならではの産
業が発達しているとともに、学力が高
く健やかな子どもたちや、仕事や生き
がい活動に元気に取り組む高齢者を
始め、住民が豊かに暮らしている姿

秋田県総務部財政課

TEL 018-860-1105
FAX 018-860-3805
Mail zaisei@pref.akita.lg.jp
Web http://www.pref.akita.lg.jp/

角館 武家屋敷

竿燈まつり

白神山地 ブナ林 風力発電 三種町

小町堂と小町娘

きりたんぽ鍋

国際教養大学 中嶋記念図書館


